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図書館向けデジタル化資料送信サービスの

統計に見る開始から3年の状況
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　国立国会図書館（NDL）の「図書館向けデジタル化
資料送信サービス」（図書館送信）は、NDL が収集・保
存しているデジタル資料のうち、絶版等で入手困難な資
料を全国の公共図書館、大学図書館等の参加館に送信
するサービスである。2014 年 1 月 21 日の図書館送信開
始から 3 年以上が経過した。そこで、参加や利用に関す
る統計に基づき、2016 年 12 月時点の状況について報告
する。関連する基本的な統計等が NDL のウェブサイト（1）

や、毎年刊行される電子出版制作・流通協議会の「電子
図書館・電子書籍貸出サービス調査報告」（2）に掲載され
ているのであわせて参照いただきたい。

1.  デジタル化資料の提供点数
　図書館送信の対象資料は「国立国会図書館デジタル
コレクション」（デジコレ）に収録されている。デジ
コレは、資料を次の 3 つの公開範囲で提供しており、
2. に該当する資料が図書館送信の対象となる。

1.  インターネット公開：公開について著作権など権
利状況に問題がないことが確認できたもの

2.  図書館送信：インターネット公開していない資料
のうち、絶版等で入手困難なもの

3. NDL 館内限定：上記にあてはまらないもの

　デジコレで提供している資料は、図書館送信の開始
当初（E1540 参照）は約 231 万点だったが、2016 年末
時点では約 262 万点に増えている。資料の公開範囲の
割合は当初とほぼ変わらず、約 2 割（約 51 万点）を
インターネット上で、約 5 割（約 143 万点）を図書館
送信で、約 3 割（約 68 万点）を NDL 館内限定で提供
している。資料種別の割合は、図書が約 4 割（約 96
万点）、雑誌が約 5 割（約 127 万点）で、これも当初
とほぼ変わらない。2016 年末時点に図書館送信で提供
していた資料の資料種別の割合も概ね同じである。

2.  図書館送信の参加館数
　2016 年末時点の図書館送信参加館数は 760 館（3）で、
内訳は、都道府県立図書館 56 館、政令指定都市立図
書館 83 館、市区町村立図書館 275 館、大学図書館 324
館、その他（研究所、資料館、博物館、美術館等）22

館となっている。

表 1　館種別参加館数
都道府県立 56
政令指定都市立 83
市区町村立 275
大学 324
その他 22
合計 760

　都道府県立図書館は全ての都道府県が、政令指定都
市立図書館は 20 市中 18 市が参加しており、最近では
市区町村立図書館や大学図書館の参加が増えている。
2016 年の公共図書館数は約 3,300 館、大学図書館数は
約 1,700 館とされている（4）ため、公共図書館の約 1 割が、
大学図書館の約 2 割が参加していることになる。都道
府県ごとに公共図書館の参加率を見ると、参加率が 1
割未満の都道府県が約 20 あった（図 1）。電子出版制作・
流通協議会のアンケート（5）によれば、現在のところ参
加を考えていない図書館が約 5 割を占めており、参加
を阻む要因として、端末設置スペースがない、セキュ
リティやネットワークを確保できないなどの施設や機
器の課題が挙げられている。また、参加率が 4 割を超
える神奈川県、滋賀県、大阪府の参加状況を確認した
ところ、主に府県内の市立図書館が同時期にまとまっ
て参加していることがわかった。

図 1　都道府県ごとの公共図書館の参加率（6）

3.  図書館送信の利用点数
　参加館では、資料の閲覧または閲覧・複写が可能で、
参加館のうち約 1 割は閲覧サービスのみを提供してい
る。2016 年の 1 年間の統計では、全参加館で合計する＊関西館
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と、1 日平均約 470 点の閲覧、約 230 点の複写が行わ
れている。サービス開始 1 か月後の統計（約 150 点の
閲覧、約 60 点の複写）と比較すると、閲覧は約 3 倍、
複写は約 4 倍に増えている。
　図書館送信の開始当初と同様に、利用が多い図書館
と少ない図書館の差は大きい。2016 年の統計で最も
閲覧と複写の合計数（利用点数）が多かったのは京都
市右京中央図書館（7）（CA1912 参照）で、1 日平均約 15
点の閲覧、約 4 点の複写が行われている一方、閲覧・
複写ともに全く利用がない図書館もある。なお、2016
年に全く利用がなかった図書館を調査したところ、複
数の図書館が同時期に参加した地方公共団体（8）の、そ
の一部の図書館であるケースが多いことがわかった。
　約 3 年間の利用点数を館種で比較すると、1 館あた
りの 1 か月間の平均利用点数は、都道府県立図書館が
際立って多く、残りは概ね、政令指定都市立図書館、
国立大学図書館、その他、市区町村立図書館、私立大
学図書館、公立大学図書館の順となっており、主に図
書館の規模が関係していると推察される（図 2）（9）。
一方で、1 か月間の利用点数全体に占める館種別合計
の割合を比較すると、都道府県立図書館と市区町村立
図書館の差は大きくない（図 3）。市区町村立図書館の
参加館数が多いため、図書館送信利用全体の 4 分の 1
を占める結果となっていると推察される。
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図 2　館種別の 1 館の平均利用数

84

31
26

11 14
6

22
12 8 8 10 8

17
9

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

図 3　館種別の利用に占める割合

　約 3 年間の利用状況を資料種別ごとに算出すると、
閲覧については図書が 40％、雑誌が 58％、複写につ
いては図書が 45％、雑誌が 52％を占めており、図書
館送信で提供している資料の割合（図書 35％、雑誌
55％）と概ね一致している。
　利用された資料の主題を調べると、図書は歴史・地
理、文学、社会科学、芸術に関する資料が多く、言語、
自然科学、総記に関する資料が少ない傾向がみられた。
また、雑誌は科学技術・工学、芸術、社会・労働に関
する資料が多い傾向がみられた。
　なお、一部の参加館の統計から、参加館ではインター
ネット公開資料も多く閲覧されていることがわかっ
た。これは、図書館送信の初期設定では、図書館送信
資料のみでなく、インターネット公開資料も検索・閲
覧可能となっているためと考えられる。

4.  図書館送信の利点と課題
　電子出版制作・流通協議会のアンケート（10）によれ
ば、図書館送信を導入した図書館の多くが「より多く
の資料を提供できるようになった」（77.0％）、「利用者
のニーズに即した資料をより適切に提供できるように
なった」（73.8％）、「より迅速に資料を提供できるよう
になった」（57.4％）ことを導入の利点として挙げてい
る。また、アンケートの自由記入欄では、レファレン
スツールとしての有効性を挙げている図書館が多い。
これらの利点の一部は、デジコレでは目次も検索対象
である効果が発揮されているものと推察される。
　導入して感じる課題としては「利用が少ない」

（45.1 ％）、「 複 写 物 の 提 供 に 係 る 判 断 が 難 し い 」
（32.8％）、「運用・管理が煩雑である」（32.0％）、「設
備や要員に係る負担が大きい」（19.7％）などが挙げら
れている。利用環境に関する課題に加え、「利用が少
ない」という悩みに対して、参加館と NDL が協力し
て対応する必要があることがわかる。

5.  おわりに
　NDL では、提供資料数の拡大に加え、図書館送信
に関するポスターやちらしの作成・配付、図書館員向
け研修の実施などを通じて、参加館の拡大や利用促進
に努めているが、今回の調査により、さらに積極的な
取り組みが必要であることがわかった。今後もより一
層努力していきたい。
　今号では、上記で紹介した 2016 年に利用点数が最も多
かった京都市右京中央図書館と、デジコレの書誌情報を自
館の OPAC に取り込んで提供している静岡大学附属図書
館（CA1913 参照）の事例報告を執筆いただいた。これら
の参加館での取り組み事例が、参加館における利用促進
や非参加館における参加検討の参考になれば幸いである。
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（8）	� 上記の参加率が4 割を超える3 府県と一部重複するが同じで
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（9）	� 「その他」が多いのは、研究所等の文献需要の高い利用者が多
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49.
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